
食品ロス削減に向けた菓子業界の取組み 

 
平成２６年７月９日 
全 日 本 菓 子 協 会 

１ 納品期限見直しの取組み 

平成２５年度の「食品ロス削減のための商慣習検討ＷＴ」取りまとめを踏まえて、

菓子業界として、食品ロスを削減するというＣＳＲ的な考え方に基づいて、納品期限

の見直しに向けて取り組むこととした。 
全日本菓子協会としては、ＷＴの取りまとめ及び実証実験結果について、会員企業

（５８社）及び会員団体（１９団体）に対して情報提供を行うとともに、菓子卸売業

団体及び小売業団体に対して、納品期限見直しの取組みの協力要請文書を出した。 
会員企業は、自己の判断で取引先の卸売企業及び小売企業に対して納品期限の見直

しについて働きかける。 
（参考資料：ＷＴ取りまとめ、実証実験結果概要、協力要請文書） 

 
２ 賞味期限の延長及び年月表示化の取組み 

菓子業界としては、食品ロス削減に資するため、これまでメーカーサイドの取組み

として賞味期限の延長及び賞味期限の年月表示化に取り組んできた。今後も引き続き

取組みを進めることとしている。 
（参考資料：賞味期限の延長及び年月表示の取組み実態） 

 
３ 賞味期限設定の考え方の啓発の取組み 

菓子業界として、特に、流通菓子について、賞味期限の設定の考え方の分かりやす

いパワーポイント版資料を作成し、あらゆる機会を通じて説明するなど、食品ロス（廃

棄）の削減に資する啓発事業に取組んできている。 
（参考資料：菓子類（流通菓子）の賞味期限の設定について） 

 
４ 賞味期限の表現方法の検討の取組み 

「賞味期限」の表現が消費者による食品廃棄を誘引する要素の一つとなっている実

態を踏まえて、全日本菓子協会の食品表示・衛生委員会において、賞味期限の表現

方法のあり方について検討することとしている。 
 
５ 食品ロス削減国民運動への積極的協力 

菓子業界が砂糖業界と共同して毎年実施している菓子需要喚起キャンペーンにお

いて、お菓子クイズキャンペーンとして小売店頭に設置する小冊子等の制作物におい

て、ロゴマーク「ろすのん」を活用する。 

参考資料３ 





日本の
「食品ロス」
（500～

800万トン）

○ 日本の食品ロス（年間約500～800万トン）は、世界全体の食料援助量の約２倍。
○ 日本のコメ生産量に匹敵し、日本がODA援助しているナミビア、リベリア、コンゴ
民主共和国３カ国分の食料の国内仕向量に相当。

世界全体の
食料援助量(2011)
約４００万トン

規格外品、期限切れ等により
手つかずのまま廃棄される食品

事業系

うち可食部分と考えら
れる量

（300～
400万トン）

規格外品、返品、
売れ残り、食べ残し

家庭系

うち可食部分と考えら
れる量

（２00～
４00万トン）

食べ残し、過剰除
去、直接廃棄

ナミビア、リベリア、コンゴ
民主共和国３か国分の国

内仕向量(2009)
約６００万トン

日本のコメ収穫量
(2012)

約８５０万トン

資料：WFP, FAOSTAT ”Food balance sheets”(2009)
平成24年産作物統計（普通作物・飼料作物・工芸農作物）
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【飲料】
アサヒ飲料、伊藤園、キ
リンビバレッジ、サント
リー食品インターナショ
ナル、日本コカコーラ

【菓子】
江崎グリコ、亀田製菓、
不二家、ブルボン、明
治、森永製菓、ロッテ

伊藤忠食品、加藤
産業、国分、コン
フェックス、昭和、高
山、トモシアホール
ディングス、ドルチェ、
ナシオ、日本アクセ
ス、ハセガワ、三井
食品、三菱食品、
ヤマエ久野、山星
屋

メーカー 卸 売

○「食品ロス削減のための商慣習検討ＷＴ」の中間とりまとめに基づき、平成25年８月から半年程度、特
定の地域で飲料・菓子の一部品目の店舗への納品期限を現行より緩和（賞味期限の１／３→１／２以
上）し、それに伴う返品や食品ロス削減量を効果測定。

卸 売 スーパー

店頭での販売

店頭から撤去、廃棄
(一部値引き販売)

販売期限については、
各小売において設定

製造日 納品期限 賞味期限

3ヶ月

現

行

【スーパー】
イオンリテール、 イズ
ミヤ、イトーヨーカ堂、
東急ストア、ユニー

【コンビニ】
セブン-イレブンジャ
パン、ファミリーマート、
ローソン

スーパー等
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（賞味期限６ヶ月の場合）

※販売期限は小売店が商品管理の必要性から独自
に設定する店頭で商品を販売する期限のこと。

納品期限見直しパイロットプロジェクトの実施について



•飲料・賞味期間１８０日以上の菓子は納品期限緩和を推奨
•１８０日未満の菓子は販売期限延長も含めて納品期限緩和の方法を検討納品期限緩和

•生産・衛生技術、包装技術の進展を踏まえ、賞味期限を延長
•賞味期限設定の考え方等を消費者に情報提供
•消費者の理解を得ながら、賞味期限の年月表示化

賞味期限

•フードチェーン全体での具体的なロス削減方策を検討
•消費・賞味期限が間近なものの売切りを促進する「もったいないポイント」の付与実験日配品

•食品ロス削減国民運動（NO-FOODLOSS PROJECT）を推進
•「ろすのん」を活用した取組、期限表示のわかりやすい説明等を推進消費者理解

○納品期限見直しパイロットプロジェクトの結果、納品期限緩和は食品ロス削減に相当の効果（飲料と
賞味期間180日以上の菓子で約４万トン）。飲料・賞味期間180日以上の菓子は、納品期限緩和を
推奨。
○納品期限緩和、賞味期限延長、日配品ロス削減等、引き続き、食品ロス削減に向けた活動を推進。

納品期限見直しパイロットプロジェクト（35社）の結果
【物流ｾﾝﾀｰ】
納品期限切れ
発生数量の減
少、返品削減

【食品製造業】
鮮度対応生産
の削減など未
出荷廃棄削減

【小売店頭】
飲料及び賞味期
間180日以上の
菓子は店頭廃棄
増等の問題なし

【該当食品全体への推計結果】
飲料：約 4万トン（約71億円）
菓子：約 0.1万トン（約16億円）
(180日以上)

⇒合計：約４万トン（約87億円)

事業系

食品ロスの
1.0％～

1.4％

平
成
26
年
度
の
取
組
予
定

○食品ロス発生の段階別にモデル的な削減の取組を支援し、生活者一人ひとりの意識・行動改革に向けて、
官民をあげて食品ロス削減国民運動を展開。
○「もったいない」発祥国として、世界に日本の取組を発信。

【６府省の連携】

「食品ロス削減関係省庁等連絡会議」を構成する６府省（消費者庁、内閣府、文部科学省、農林水
産省、経済産業省、環境省）が連携し､官民をあげて食品ロス削減国民運動を展開。

家庭からの食品ロス
200～400万トン/年

・調理くず
・食べ残し、手つかずの食品の廃棄

ＮＯ－ＦＯＯＤＬOＳＳプロジェクト

資源を無駄なく効率的に活用するフードチェーン作りを進め経済成長に貢献

・過剰在庫・返品（製・配・販）
・調理くず・食べ残し（外食）

事業者からの食品ロス
300～400万トン/年

一人ひとりの
意識・行動改革

【家庭・消費者】
小売店舗、マスメディア、SNS等を活用した戦略的
コミュニケーション

（意識啓発、期限表示理解促進、エコクッキング
等）

【製造・流通】
・製･配･販によるパイロットプロジェクト
・フードバンク活動支援
・もったいないポイント実証
【外食】
・ドギーバック普及支援､食べきり運動等

●食品ロス削減の取組により、資源を無駄なく効率的に活用するフードチェーン作りを進め、経済成長に貢献
●「もったいない」発祥国として世界に日本の取組を発信

食品ロスの削減を推進し、以下を実現






